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第１節 計画の背景と目的 

 

１ 計画の背景 

平成７年１月１７日に発生した阪神・淡路大震災において、現行の建築基準法

の構造基準（以下「現行耐震基準」という。）を満足していない昭和５６年５月

以前の耐震基準（以下「旧耐震基準」という。）で建築された建築物に倒壊など

の被害が多く発生し、多数の死傷者が生じたことを契機として、これらの建築物

を現行耐震基準と同等の耐震性能とすることを目的として、平成７年１０月に「建

築物の耐震改修の促進に関する法律」（以下「法」という。）が制定された。 

しかし近年、新潟県中越地震（平成１６年１０月）、福岡県西方沖地震（平成

１７年３月）及び岩手・宮城内陸地震（平成２０年６月）、熊本地震（平成２８

年４月）、北海道胆振東部地震（平成３０年９月）など大地震が頻発しており、

特に東日本大震災（平成２３年３月）は、これまでの想定をはるかに超える巨大

な地震・津波により、一度の災害で戦後最大の人命が失われるなど、甚大な被害

をもたらした。また、東日本大震災においては、津波による沿岸部の建築物の被

害が圧倒的であったが、内陸市町村においても建築物に大きな被害が発生した。

さらに、大阪府北部を震源とする地震（平成３０年６月）においてはブロック塀

にも被害が発生した。このように、大地震による建築物等の被害はいつどこで発

生してもおかしくない状況である。 

また、南海トラフ地震等の大規模地震発生の切迫性が指摘され、ひとたび地震

が発生すると被害は甚大なものと想定されており、特に、南海トラフ巨大地震に

ついては、東日本大震災を上回る被害が想定されている。 

このため、国では地震による死者数を半減させること等を目的に、建築物の地

震に対する安全性の向上を一層促進するため、平成２５年５月に法を改正し、そ

の後、平成３０年１１月に法施行令、また、令和３年１２月に「建築物の耐震診

断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針」（平成１８年１月２５日付け

国土交通省告示第１８４号。以下「基本方針」という。）の改正を行っている。 

 

２ 計画の目的 

「下松市耐震改修促進計画」（以下「計画」という。）は、地震による建築物

の被害及びこれに起因する人命や財産の損失を未然に防止するため、旧耐震基準

第１章 計画の基本的事項 
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で建築された建築物の耐震診断や現行耐震基準を満足していない建築物の耐震改

修を総合的かつ計画的に進め、本市における建築物の耐震化を促進することを目

的とする。 
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第２節 計画の位置づけ等 

 

１ 計画の位置づけ 

本計画は、法第６条により、基本方針及び「山口県耐震改修促進計画」（令和

４年７月変更。以下「県計画」という。）を踏まえ策定する。 

また、計画の策定及び施策等の実施に際しては、本市における防災対策の基本

となる「下松市地域防災計画（震災対策編）」（令和３年３月／下松市防災会議）

を上位計画として、各計画との整合を図り、防災・住宅・福祉・教育等の各部局

からなる「下松市耐震改修促進庁内協議会」（以下「庁内協議会」という。）で調

整を行うものとする。（図１） 
 

図１ 計画の位置づけのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画の実施期間 

本計画の実施期間は、令和７（２０２５）年度までとする。 

なお、必要に応じて見直しを行うものとする。 
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３ 耐震化の目標を設定する建築物 

耐震化の目標を設定する建築物は、「住宅」及び「多数の者が利用する建築物

等 注）のうち耐震診断義務付け対象建築物」とする。（図２、表１） 

 

図２ 対象建築物のイメージ 

 

 

 

 

            不特定多数の者が利用する建築物等 

             避難路・緊急輸送道路沿道建築物 

 

 

 

 

    

    本計画において目標となる耐震化率を定める建築物 

 

注）多数の者が利用する建築物等 （法第１４条各号） 

①多数の者が利用する一定規模以上の建築物 

②一定量以上の危険物を取り扱う貯蔵場又は処理場 

③緊急輸送道路等の避難路沿道建築物 

 

 
 
 

 

住 宅 

 
要緊急安全確認大規模建築物 

要安全確認計画記載建築物 

指示・公表対象（一定規模以上） 

多数の者が利用する建築物等 

市内の建築物等全体 

耐震診断義務付け・結果公表 
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表１ 法における規制対象建築物 
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第３節 想定される地震の規模、被害の状況等 

 

 下松市地域防災計画では、主要な断層による地震とその他の断層による地震

の被害想定がされている。 

 

１ 主要な断層による地震 

本県に被害をもたらす最も切迫性の高い地震として、今後３０年以内に７０％

の確率で発生するとされている「南海トラフ地震」、同じく４０％の確率で発生す

るとされている「安芸灘～伊予灘の地震」のほか、活動間隔が数千年から数万年

と非常に長いとされているものの、今後、いつどこで起きるかわからないことか

ら、県内で確認されている主な活断層のうち「大竹断層」と県内に大きな被害が

及ぶ可能性のある「中央構造線断層帯」について被害想定を行った。（表２） 

①南海トラフ地震 

南海トラフに震源を有する地震は過去に１００年～１５０年周期で発生し、日

本各地に大きな被害をもたらした。南海トラフ地震は大規模なプレート間地震で

あり、長周期の揺れが長く続くため、沿岸低地部や島しょ部を中心に軟弱地盤の

液状化被害や、高層ビル、石油タンク、長大橋梁など長周期の揺れに反応しやす

い構造物への影響が大きいと考えられる。また、海底下の浅いところを震源とす

るため大規模な津波の発生を伴うと想定されている。 

②安芸灘～伊予灘の地震 

この地域に発生する地震は、西日本へもぐり込むフィリピン海プレート先端部

の地下約５０㎞以深で発生するスラブ内（プレート内）地震と考えられており、

これまで５０～１００年の周期でＭ７クラスの地震が発生している。 

③大竹断層（小方－小瀬断層） 

県東部を北東－南西方向に走る岩国断層帯のうち最も長い断層で、県東部から

広島県との境界付近に震源を持つ地震を引き起こす可能性がある活断層として、

広い地域での被害が想定されている。 

  ④中央構造線断層帯（石鎚山脈北縁西部～伊予灘） 

  国が長期評価を行っている中央構造線断層帯を構成する５区間の活断層の一つ

であり、今後３０年以内の発生確率は０～０．４％（Ｍ８．０程度若しくはそれ

以上）とされ、日本の活断層の中では発生確率がやや高いグループに属している。

なお、山口県域は震源から距離が離れているため、規模の割に県内における震度
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は比較的小さいと考えられる。 

 

表２ 主要な断層地震による被害想定 

想定地震 
地震 

規模 

最大 

震度 

市 内 の 被 害 想 定 

建 物 被 害 人 的 被 害 

全 壊 の 

主な原因 

（割合） 

全壊棟

数（棟） 

半壊棟

数（棟） 

死 者 の 

主な原因 

左記ケース 

の死者数 

（人） 

左記ケース 

の負傷者数 

（人） 

南海トラフ巨大

地震 
M9.0 5 強 

津波・液状化 

（100％） 
31 258 － 0 ３ 

安芸灘～伊予

灘の地震 
M7.25 6 弱 

土砂災害 

（66％） 
2 15 

建物倒

壊 
1 9 

大竹断層 

（小方－小瀬断

層） 

M7.2 7 
土砂災害 

（51％） 
162 1,554 土砂災害 10 178 

中央構造線断層

帯 

（石鎚山脈北縁

西 部 ～ 伊 予

灘） 

M8.0 6 強 
土砂災害 

（81％） 
11 194 

土砂災

害 

建物倒

壊 

2 20 

（下松市地域防災計画 震災対策編） 

 

２ その他の断層による地震 

 主要な断層での地震による影響が小さい地域においても、防災対策上の備えを

行う必要があることから、文献等に記載された活断層等から、本市又は周辺の市

において地震動が最大となる断層を抽出し、その他の断層として被害想定を行っ

た。（表３） 

①周防灘断層群主部 

平成２０年１１月に国の地震調査研究推進本部により長期評価が公表されて

いる断層で、今後３０年間に地震が発生する可能性が主な活断層の中では高いグ

ループに属するとされており、周南市において地震動最大となる断層として設定

する。 

 ②佐波川断層 

  山口県地質図に記載されている地質断層で、防府市において地震動最大となる

断層として設定する。 

 ③大河内断層 

  国の地震調査研究推進本部では、岩国断層帯を構成する断層の一つに含めてい
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るが、確実度や調査精度の異なる断層である点から、本市及び光市において地震

動最大となる断層として別に設定する。 

 

表３ その他の断層地震による被害想定 

想定地震 
地震 

規模 

最大 

震度 

市 内 の 被 害 想 定 

建 物 被 害 人 的 被 害 

全 壊 の 

主な原因 

（割合） 

全壊棟

数（棟） 

半壊棟

数（棟） 

死 者 の 

主な原因 

左記ケース 

の死者数 

（人） 

左記ケース 

の負傷者数 

（人） 

周防灘断層群主

部 
M7.6 6 強 

土砂災害 

（44％） 
204 1,844 

土砂災害 

建物倒壊 
12 214 

佐波川断層 M7.4 6 強 
土砂災害 

（81％） 
11 329 

土砂災害 

建物倒壊 
2 35 

大河内断層 M6.8 6 強 
揺れ 

（70％） 
1,364 4,776 建物倒壊 82 773 

（下松市地域防災計画 震災対策編） 

 
 
図３ 想定地震位置図 

 



                        第２章 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標         

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿    
 

- 9 - 

 

 

 

第１節 耐震化の現状 

 

１ 住宅 

平成３０年住宅・土地統計調査によると、下松市内の住宅総数は約２８，８４０

戸あり、そのうち居住世帯がある住宅数は約２４，８９０戸となっている。 

このうち、耐震化の対象となる旧耐震基準で建設された住宅は、約６，１１０戸

（約２５％）で、山口県平均（約３３％）と比べてその割合は低く、特に耐震化の

対象となる住宅のうち、木造一戸建て住宅は約４，８４０戸（約７９％）と推計さ

れ、その大半を占める。（表４） 

全国及び山口県の耐震化状況の率をもとに、居住世帯がある住宅数に占める耐震

性のある住宅の割合を示す耐震化率を推計すると、約８５％（約２１，２７０戸）

で、山口県平均（約８１％）よりやや高いものの、全国平均（約８７％）をやや下

回る水準となっている。（表５） 

 

表４ 居住世帯がある住宅のうち旧耐震基準で建設された住宅数 

下松市住宅総数 約２８，８４０戸 

 昭和５６年以降 昭和５５年以前（旧耐震基準） 合  計 

居住世帯がある 

住宅数 

約１８，７８０戸 

（約７５％） 

約６，１１０戸 

（約２５％） 約２４，８９０戸 

（１００％） うち木造一戸建て住宅 

約４，８４０戸（約７９％） 

全国平均 
約４，０５０万戸 

（約７６％） 

約１，３１０万戸 

（約２４％） 

約５，３６０万戸 

（１００％） 

山口県平均 
約３９５千戸 

（約６７％） 

約１９６千戸 

（約３３％） 

約５９１千戸 

（１００％） 

（資料：平成３０年住宅・土地統計調査） 
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表５ 居住世帯がある住宅の耐震性の推計 

 戸  数 うち耐震性有 耐震化率 

下 松 市 約２４，８９０戸 約２１，２７０戸 約８５％ 

 
木造一戸建て住宅 約１２，１００戸  約９，２６０戸 約７７％ 

共同住宅等 約１２，７９０戸  約１２，０１０戸 約９４％ 

全   国 約５，３６０万戸 約４，６６０万戸 約８７％ 

山 口 県 約５９１千戸 約４８０千戸 約８１％ 

（資料：平成３０年住宅・土地統計調査） 

 

２ 多数の者が利用する建築物等 

令和元年度山口県調査によると、多数の者が利用する建築物等は、市内に１９９

棟あり、そのうち耐震性があるとされる建築物は１７８棟で、耐震化率は約８９％ 

と山口県平均（約８５％）をやや上回っている。 

旧耐震基準で建築された多数の者が利用する建築物等は５８棟（全体の約２９％）

であり、そのうち、耐震性があるとされる建築物は３７棟（約６４％）である。 

これは、法の規定が耐震診断と耐震改修のいずれについても努力義務規定で強制

力がないことや、耐震改修等には相当の費用を要することなどの理由から、耐震化

が進んでいないと想定される。 

また、耐震診断を行った建築物は全体で４２棟（約７２％）であるが、このうち

民間の建築物では１３棟（約４５％）にとどまっており、耐震診断が進んでいない

ために、耐震性が確認されていない建築物が多く存在している。（表６、表７、表８） 

なお、市内に令和５年１２月時点で、法に規定する耐震診断義務付け対象建築物

である『要緊急安全確認大規模建築物』が２棟、『要安全確認計画記載建築物』が

１棟存在しているが、前者のうちの１棟を除いて耐震性を有している。 
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表６ 多数の者が利用する建築物等の耐震化の状況（用途別） 

用  途 棟 数 

耐震性有 

耐震性無 耐震化率 旧耐震基

準 

現行耐震 

基準 

学校 ３０ １１ １９ ０ １００% 

体育館 ４ ３ １ ０ １００% 

病院 ５ １ ４ １  ８０% 

劇場、映画館 １ ０ １ ０ １００% 

百貨店等 ３ ０ ３ ０ １００% 

ホテル ６ ０ ６ ０ １００% 

賃貸住宅 ７２ ２２ ５０ ５ 約９３% 

事務所 ８ ６ ２ ４  ５０% 

老人ホーム、老人福祉センタ １４ １ １３ ０ １００% 

幼稚園、保育所 ７ ２ ５ ２ 約７１% 

博物館等 ２ ０ ２ ０ １００% 

公衆浴場 １ ０ １ ０ １００% 

工場 １６ ４ １２ ３ 約８１% 

庁舎 ５ ２ ３ ０ １００% 

危険物貯蔵等 ２５ ６ １９ ６  ７６% 

合  計 １９９ ５８ １４１ ２１ 約８９% 

（令和元年度山口県調査より） 

 

耐震化率：耐震性がある多数の者が利用する建築物等数／全ての多数の者が利用する建築物等数 

耐震性有：現行耐震基準の建築物並びに旧耐震基準の建築物で耐震性が確認されたもの及び耐震改

修済みの建築物数（棟単位） 

耐震性無：旧耐震基準の建築物で耐震診断未診断及び耐震性がないと確認された建築物
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表７ 多数の者が利用する建築物等の耐震化の状況（所有者別） 

所 有 者 棟  数 耐震性有 耐震性無 耐震化率 

国 ０ － － － 

県 ３３ ３３ ０ １００% 

市 ４８ ４５ ３ 約９４% 

民  間 １１８ １００ １８ 約８５% 

計 １９９ １７８ ２１ 約８９% 

（令和元年度山口県調査より） 

 

表８ 旧耐震基準で建築された多数の者が利用する建築物等数（所有者別） 

所 有 者 棟 数 耐震診断済 
耐 震 性 有 

診断の結果耐震性有 耐震改修済 計 

国 － － － － － 

県 ９ ９ ５ ４ ９ 

市 ２０ ２０ １０ ７ １７ 

民  間 ２９ １３ ９ ２ １１ 

計 ５８ ４２ ２４ １３ ３７ 

（令和元年度山口県調査より） 

 

３ 緊急輸送道路沿道建築物 

緊急輸送道路 注）の沿道にあり、地震被災時に当該道路を閉塞する恐れのある建築

物のうち、旧耐震基準で建築されたものは、市内に４棟（令和４年度）ある。 
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図４ 対象となる建築物のイメージ 

 
注）緊急輸送道路 

本計画における緊急輸送道路とは、地震による建築物の倒壊・閉塞によって緊急車両の通行や

住民の避難の妨げにならないように通行を確保すべき道路をいう。県では、法第５条第３項第３

号に基づき、「山口県緊急輸送道路ネットワーク計画（平成２７年８月改定）」の第一次緊急輸

送道路を指定している。 
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第２節 耐震改修等の目標の設定 

 

国の基本方針では、令和１２年までに耐震性が不十分な住宅を、令和７年までに耐

震性が不十分な耐震診断義務付け対象建築物を概ね解消することを目標としている。 

本市の現状及び国の基本方針を踏まえ、目標とする耐震化率を以下のとおり設定す

ることとする。 

 

１ 住宅 

住宅の耐震化率については、現状の耐震化率（約８５％）を踏まえ、令和７年度

までに９０％とすることを目標とする。（表９） 

 

表９ 住宅の目標 

 現 状※   目標（令和７年度） 

住  宅      総数 約２４，８９０戸 

９０％ 
 うち耐震性有 約２１，２７０戸 

（約８５％） 

※ 現状の数値は、住宅は平成３０年住宅・土地統計調査による。 

 

２ 多数の者が利用する建築物等 

多数の者が利用する建築物等のうち、耐震診断義務付け対象建築物については、

３棟中２棟が耐震化されている。 

 

３ 緊急輸送道路沿道建築物 

  旧耐震基準で建築された緊急輸送道路沿道建築物は、平成１７年１１月の法改正

により、耐震診断及び耐震改修の努力義務が課されており、所管行政庁による指導

及び助言が可能であった。さらに平成２５年５月の改正により、新たに所管行政庁

による指示・公表が可能となっている。 

  これらの建築物は、これまで耐震診断及び耐震改修の努力義務が課されているも

のの、耐震改修等には相当の費用を要することから、耐震化が進んでいないのが現
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状であるため、支援制度を活用した積極的な耐震診断を促し、耐震改修等により耐

震化を図ることを目標とする。 

 

４ 公共的な建築物 

庁舎、学校、病院、公営住宅等は、地震などの災害が発生した場合には、防災拠

点、避難場所、仮住居等として防災上重要な施設である。なお、防災上重要な施設

には、ホテル・旅館、福祉施設等の民間建築物のうち、大規模な地震が発生した場

合において、公共的にその利用が可能な建築物も想定される。 

また、幼稚園、保育所、老人ホーム、福祉ホーム、障害者施設等は、災害時に利

用者自らが避難することが容易ではない用途の建築物である。 

このため、これらの公共的な用途の建築物で多数の者が利用する建築物等に該当

する建築物の耐震化は、他の多数の者が利用する建築物等に比べ、早急に耐震化を

促進する必要がある。 

こうしたことから、これらの公共的な建築物のうち、「山口県国土強靭化地域計

画」で位置づけられている建築物については、用途施設毎に定められた耐震化率を

目標とする。（表１０） 

 

表１０ 各用途別目標 

公共的な建築物で、かつ、多数の者

が利用する建築物等 

現状の耐震化

率 

 
令和７年度目標 
（耐震化率） 

学校（小学校、中学校） １００％  １００% 

高等学校 １００％ １００% 

庁舎、公益上必要な施設 １００％ １００% 

幼稚園、保育所 約７１％ ９０% 

老人ホーム、老人福祉センター １００％  １００％ 

病院 １００％  １００％ 
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第１節 耐震診断及び耐震改修に係る基本的な取組方針 

 

市、建築物の所有者等、建築関係技術者、住宅・建築関係団体、自主防災組織・

自治会等は、以下に示す役割のもと、連携を図りながら、耐震診断及び耐震改修を

進める。 

 

１ 役割分担 

（１）市の役割 

市民が所有する建築物の耐震化の促進に向けて、その必要性に関する普及啓

発や相談体制の充実、さらには耐震性の向上に関わる制度の整備など、市民の

最も身近な立場として、市民が耐震化に取り組みやすい環境づくりを進めるた

め、以下のことを実施する。 

≪耐震診断及び耐震改修を促進するための計画の策定≫ 

・計画の見直し 

 ・住宅耐震化緊急促進アクションプログラムの策定と毎年度の支援目標の設

定、実施・達成状況の把握・検証 

≪耐震改修等の実施、促進≫ 

 ・市有建築物について耐震診断及び耐震改修の具体的な計画の策定と計画的

な耐震化の実施 

 ・民間建築物の耐震診断及び耐震改修の促進 

 ・耐震診断等に対する専門家の派遣や各種補助事業の実施、税制補助のため

の証明 

≪所有者等に対する耐震性向上に関する情報提供等≫ 

 ・耐震診断及び耐震改修等相談窓口の設置・運営 

 ・所有者等に対する耐震性向上に関する情報提供 

 ・地震ハザードマップの策定による注意喚起 

 ・固定資産税納税通知書への耐震化を促すチラシの同封 

 ・耐震診断実施者に対する耐震改修を促すダイレクトメールの送付 

≪県、建築関係団体との連携≫ 

 ・県、建築関係団体との連携体制の構築 

第３章 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策 
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（２）建築物の所有者等 

建築物の耐震化を、所有者等自らの問題として取り組むべく、以下のことを

実施する。 

≪建築物の耐震化の促進等≫ 

・自らが所有又は管理する建築物の耐震性を確認するための耐震診断の実施 

・耐震診断の結果を踏まえた建替又は耐震改修の実施 

（３）建築関係技術者 

県及び市が実施する耐震改修等を促進するための施策への協力や、専門的知

識を有する者として、所有者等への適切なアドバイス等、以下のことを実施す

る。 

≪所有者等に対する普及啓発及び情報提供≫ 

・耐震性向上に関する適切な助言 

≪耐震改修等の実施≫ 

・業務の適切な実施 

≪技術の向上、研鑽≫ 

・耐震診断及び耐震改修等の講習会等の受講、受講者名簿への登録 

・耐震診断及び耐震改修等に関する技術の向上、研鑽 

（４）住宅・建築関係団体 

県及び市が実施する建築物の耐震化を促進するための施策への協力や、中立

的な立場からの建築物の所有者等への適切なアドバイス等、所有者、技術者及

び行政等と連携し、以下のことを実施する。 

≪所有者等に対する普及啓発、情報提供≫ 

・耐震改修等相談窓口の設置・運営 

・耐震講習会等の実施 

≪技術者の養成≫ 

・耐震診断及び耐震改修等に関する技術者研修の実施等 

≪耐震診断業務の促進≫ 

・耐震診断を行う者に対する情報提供 

・耐震診断アドバイザー派遣等 

≪県、市との連携≫ 

・耐震診断及び耐震改修の促進のための県、市への協力 

（５）自主防災組織・自治会等 
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建築物の耐震化の促進について、地域自らの問題として、以下のことを実施

する。 

≪普及啓発、情報提供≫ 

・建築物の耐震性向上のための自治活動等、家具の転倒対策、ブロック塀の

転倒対策等の実施 

 

２ 事業の実施方針 

住宅及び建築物の耐震化の促進のためには、まず、住宅及び建築物の所有者等

が自らの問題として取り組むことが不可欠である。 

市は、こうした所有者等の取組みを支援するという観点から、県と連携して所

有者等が耐震診断及び耐震改修を行いやすい環境の整備や負担軽減のための制

度（受領委任払い制度等）の活用などにより、住宅及び建築物の耐震化を進める

ものとする。 

 

３ 住宅耐震化緊急促進アクションプログラム 

  住宅の耐震化を緊急的に促進するための具体的な行動計画をアクションプロ

グラムとして別に定める。 
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第２節 法に基づく耐震診断及び耐震改修の促進の概要 

 

１ 耐震診断義務付け対象建築物の指導等の実施 

県及び市は、耐震診断義務付け対象建築物の所有者に対して、所有する建築物

が耐震診断の実施及び耐震診断の結果の報告義務の対象建築物となっている旨

の十分な周知を行い、その確実な実施を図り、期限までに耐震診断結果の報告を

するように促す。 

 

２ 耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断結果の公表 

耐震診断義務付け対象建築物の耐震診断結果の公表は、山口県のホームページ

等により行うこととする。 

また、耐震性がないと公表された建築物について、公表後に耐震改修等により

耐震性が確保された場合には、迅速に耐震改修等に取り組んだ所有者が不利にな

ることがないよう、公表内容を速やかに更新する。公表に当たっては、このよう

に、営業上の競争環境等にも十分に配慮することとする。 
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第３節 耐震診断及び耐震改修の促進を図るための支援策の概要 

 

耐震化率を目標数値までに引き上げるためには、旧耐震基準で建築された耐震性

が不十分な住宅及び建築物の耐震改修や建替を促進させる必要がある。 

旧耐震基準で建築された建築物の中には、耐震性を有する建築物もあると想定さ

れるものの、耐震診断を行っていないために、その実態が不明なものがあることか

ら、耐震性の判断がされずに耐震改修や建替が進んでいないと推測される。 

このため、耐震診断及び耐震改修をより一層促進するために、市は県と協力して、

国の補助事業等を活用した助成制度により住宅及び建築物の耐震化の促進を図る。 

 

１ 現在実施している支援策 

（１）住宅等に係る支援策 

旧耐震基準で建築された木造住宅を対象に、耐震診断及び耐震改修の補助事

業を実施している。（表１１） 

 

表１１ 補助制度の概要（住宅） 

区 分 事 業 概 要 対 象 建 築 物 

木 

造 

住 

宅 
耐
震
診
断 

木造住宅の耐震 

診断員の派遣 

市内に存する旧耐震基準で着工された

一戸建ての木造住宅 

耐
震
改
修 

木造住宅の耐震 

改修費の助成 

（限度額あり） 

市内に存する旧耐震基準で着工され、現

行の耐震基準を満たさない一戸建ての

木造住宅 

 

（２）多数利用建築物及び緊急輸送道路沿道建築物に係る支援策 

旧耐震基準で建築された多数利用建築物及び緊急輸送道路沿道建築物につ

いても、耐震診断の補助事業を実施している。 

 

   （３）危険ブロック塀等に係る支援策 

   通行人等市民の安全を守る観点から、避難路注1）や避難地注2）に直面する危険
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なブロック塀等の撤去が促進されるよう、除却にかかる費用の一部を助成する。 

 

  注１）避難路は 

① 「本市内の住宅や事業所等から下松市地域防災計画（資料編）に掲げる避難所等へ至

る経路であって、建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条の道路及び不特定

多数の市民等が通行の用に供する道路」 

② 通学路 

③ 山口県耐震改修促進計画における緊急輸送道路 

とする。 

注２）避難地は 

 下松市地域防災計画（資料編）に掲げる避難所等とする。 

 

２ その他の支援策 

（１）私立学校耐震化促進事業 

私立学校（幼稚園・中・高）が行う耐震診断及び耐震補強工事又は改築工事

に要する費用の一部を県が助成する。 

（２）所得税額の特別控除の実施 

自らの居住の用に供する昭和５６年５月３１日以前に着工された住宅につ

いて、耐震改修工事（現行基準に適合していないものを適合させるための改修

であること）が行われた場合に、所得税額から一定の額の控除が受けられる。 

（３）固定資産税額の減額措置の実施 

昭和５７年１月１日以前から所在する住宅について、耐震改修工事（現行基

準に適合させるための工事であり、費用が５０万円を超えるもの）が行われた

場合に、当該住宅に係る固定資産税額（１戸当り１２０㎡相当分までに限る。）

の減額が受けられる。 
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第４節 安心して耐震改修を行うことができるようにするための環境整備 

 

１ 市民への情報提供 

（１）啓発用リーフレットや耐震改修事例集の活用 

国、県及び関係団体が作成した地震被害の状況や耐震診断問診票、安心でき

る住まい方の提案等を掲載したリーフレットや、リフォームにあわせた住宅の

耐震改修の方法を紹介する事例集など、各種のチラシ、パンフレットを活用し、

市民への啓発に努める。 

（２）優良技術者の情報提供 

県及び関係団体が行う耐震診断等の講習会を受講した技術者について、その

受講修了者を登載した「山口県木造住宅耐震診断・耐震改修技術者名簿」を、

相談窓口に設置し、閲覧等により優良な技術者の情報提供を行う。 

 

２ 相談窓口の設置 

相談窓口を設置し、耐震診断、耐震改修、助成制度、税制等耐震についての各

種相談、情報提供等を行う。 
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第５節 地震時の建築物の総合的な安全対策に関する事業の概要 

 

１ 窓ガラス等の落下防止対策 

昭和５３年６月に発生した宮城沖地震における窓ガラスの落下による人身

事故の発生を受け、窓ガラスの固定方法等の建築基準法関連告示が改正 注）さ

れた。 

その後、平成１７年３月に発生した福岡県西方沖地震において、繁華街にあ

る既存不適格の商業施設の窓ガラスが落下したことにより、この問題が再認識

された。 

さらに、東日本大震災では、建物の外装材が剥離・落下する被害が多数確認

されたことから、現行の基準に適合しない窓ガラスの落下防止と併せて、外壁

の落下防止について、県による定期調査報告の提出時や防災査察、防犯パトロ

ール等の実施時における改修・改善等の指導に協力する。 

 

注）建築基準法関連告示改正 

昭和５３年に屋外に面したはめころし窓のガラス施工の場合、硬化性シーリング材を

使用しないように基準が改正された。 

 

２ 大規模建築物における天井崩落対策 

平成１４年に発生した芸予地震により、学校の体育館の天井が崩落したこと

を受けて、天井の触れ止めの設置やクリアランスなどに関する基準（「大規模

建築物の天井崩落対策について（技術基準）」（平成１５年１０月１５日付け

国住指発第２４０２号））が作成された。 

その後、平成１７年８月の宮城県沖地震において、技術基準に適合していな

い屋内プールの天井が崩落し、負傷者が出たことを受け、体育館などの大規模

空間を有する建築物について国から再度技術基準への適合を求められた。 

さらに、平成２３年３月に発生した東日本大震災において、大規模空間を有

する建築物の天井が脱落した事案が多数生じたことから、平成２５年７月に、

建築基準法施行令が改正され、天井の脱落防止措置の基準が定められたことに

伴い、建築物の定期調査報告に係る調査方法が見直された。 

このことから、基準に適合していない建築物について、県による所有者や管

理者に対する指導・助言に協力する。 
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３ 地震時におけるエレベーターの閉じ込め等防止対策 

平成１７年７月に発生した千葉県北西部を震源とする地震において、エレベ

ーターの故障・損傷等や閉じ込め事故が発生したことを踏まえ、エレベーター

の地震対策に早急に取り組む必要がある。 

この地震では、人身危害の可能性のある故障・損傷も報告されているが、平

成１０年以降の「昇降機耐震設計・施工指針」注）によるエレベーターでの故障

等は発生していなかったことが報告されている。 

さらに、東日本大震災による被害状況に鑑み、平成２５年７月には、建築基

準法施行令が改正され、エレベーター、エスカレーター等の脱落防止措置の基

準が定められた。 

このため、この基準に適合しない既存エレベーターの所有者等に対して、県

が行う基準と同等の耐震化を図る改修・改善等の啓発及び閉じ込め事故防止の

ための地震時管制運転装置の設置の指導に協力する。 

また、東日本大震災では、住宅に設置されていた電気給湯器の転倒被害が多

数発生したことから、建築設備の構造耐力上安全な構造方法を定める件（平成

１２年建設省告示第１３８８号）に基づいた給湯設備の転倒防止対策を指導す

る必要がある。 

 

注）昇降機耐震設計・施工指針 

建設省（現国土交通省）から委託を受けた（一財）日本建築センターに設置された「昇

降機耐震設計・施工指針検討委員会」が昇降機の耐震設計・施工についての一般的な

指針を定めたもの。 

 

４ 屋根瓦の脱落防止対策 

  近年の大規模地震では、瓦屋根にも大きな被害が発生している。瓦を釘等で

緊結することで地震による被害を防ぐことができるため、住宅の所有者等に対

して、屋根ふき材、外装材及び屋外に面する帳壁の構造方法（昭和４６年建設

省告示第１０９号（令和２年国土交通省告示第１４３５号に改正））の改正情

報の周知を図るとともに、瓦屋根の耐震診断及び耐風改修工事等の情報提供を

行うことなどにより、屋根瓦の脱落防止対策の促進を図る。 

 

５ 地震発生時に通行を確保すべき道路に関する事項 
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法第５条第３項第２号及び第３号並びに第６条第３項第１号及び第２号の規

定に基づく道路は、地震による建築物の倒壊・閉鎖によって緊急車両の通行や住

民の避難の妨げになる道路を都道府県耐震改修促進計画で定めることとなって

いる。 

県計画では、平成９年３月に策定された「山口県緊急輸送道路ネットワーク計

画」（平成２７年８月改定）における第一次緊急輸送道路を法第５条第３項第３

号に基づく道路として指定している。緊急輸送道路は、地震直後から発生する緊

急輸送を円滑かつ確実に実施するために必要な道路であり、道路の耐震性が確保

されているとともに、地震時にネットワークとして機能するものとして定められ

ている。 

市においても、県計画で定められた道路を本計画に位置づけるものとする。 
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第６節 重点的に耐震化に着手すべき建築物等の設定等 

 

１ 重点的に耐震化に着手すべき建築物等の設定 

（１）市有施設（下松市地域防災計画に位置付けられた防災上重要な建築物） 

◇災害対策本部組織が設置される施設 

◇医療救護活動施設 

◇応急対策活動施設 

◇避難収容施設 

◇社会福祉施設等 

◇不特定多数の者が利用する施設 

◇ライフライン施設 

◇危険物取扱い施設 

（２）旧基準で建築された一戸建ての木造住宅 

（３）多数の者が利用する建築物等（公共的な建築物） 

 

２ 重点的に耐震化すべき区域 

法第５条第３項第３号に基づき県が定める道路、緊急輸送道路、避難路、又は

避難地等の沿道 

 

３ 優先的に耐震化を図る市有施設の選定方針 

市有施設の耐震化については、耐震診断の結果、施設の利用形態等を総合的に

判断した上で、計画的に耐震化を実施する必要がある。 

このため、本計画とは別に、市有施設の耐震化の基本計画を策定し、優先的に

耐震化を図る市有施設の選定方針を定め、本計画及び下松市学校施設耐震化基本

計画との整合を図りながら耐震化を実施する。 
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１ 地震防災関連情報の公表 

建築物の所有者等の意識啓発を図るため、発生のおそれがある地震の概要と地震

による危険性の程度等について、市街地の状況や地形・地盤の状況を踏まえて作成

した地震防災マップを公開する等、わかりやすい地震防災に関する情報をホームペ

ージ、広報等を通じて公表し、市民への周知に努める。 

 

２ 相談体制の整備及び情報提供の充実 

所有者等からの相談体制の整備として相談窓口を設置するとともに、耐震に関す

る知識や助成制度についてホームページ、広報等を通して情報提供を行う。 

また、国、県及び関係団体が作成したパンフレット等を活用し、市民への情報提

供を行うとともに、住宅月間や建築防災週間等の機会にあわせて集中的な広報活動

を実施することで、耐震化の普及啓発を行う。 

 

３ 啓発用リーフレットや耐震改修事例集の活用 

 地震による被害の重大性や耐震診断を行うための問診票、安心できる住まい方の

提案等を掲載したリーフレットや、効率的な耐震改修の提案として、リフォームに

あわせた住宅耐震改修法を紹介する事例集を、相談窓口に設置するとともに、ホー

ムページ等で紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の

普及に関する事項 
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４ リフォームにあわせた耐震改修の誘導 

耐震改修は、設備の更新やバリアフリー化等、住宅のリフォームの際にあわせて

行うことで、手間や費用面でメリットがあり、住まいを快適にするだけでなく、丈

夫で安全な住まいとすることができる。このため、リフォームとあわせて耐震改修

が行われるよう、ホームページ等を活用して、リフォームと耐震改修を一体的に行

った場合のメリットや、その手法に関する情報提供を行う。 

 

５ 自主防災組織・自治会等との連携 

地震対策の基本は、「自らの命は自ら守る」であるとともに、「自らの地域はみ

なで守る」ことであるので、自主防災組織・自治会等単位で地震についての対策を

講じることが重要である。 

また、地域における住民間の連携や、日ごろからの地震に対する意識などの備え

のためには、市が地域の自治会等と連携しての対策が必要である。 

自治会との連携活動としては、地震時の危険箇所の点検等を通じて、地震による

防災対策の啓発及び普及を行い、また、地域全体での耐震化の促進や危険なブロッ

ク塀の改修及び撤去並びに家具の転倒防止等の取り組みを行う。 

市は、これらの活動への技術者の派遣等必要に応じて県に支援を求める。
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１ 関係団体等による協議会の設置、協議会による事業の概要 

現在、県と市町とが連携して建築物の耐震化の促進に取り組むために、「山口県

耐震改修促進市町協議会」を設置し、県内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進

に関する情報交換、推進に係る検討、施策の研究等を行っている。 

今後は耐震化に関する取組みが円滑かつ適切に行われるよう、関係団体、地域住

民等との連携が必要であり、市ではそのための連携・協力体制を強化するため、庁

内協議会において震災に強いまちづくりにするための施策等を協議し実施していく。 

 

２ 地震保険等の加入促進 

関係団体が連携し、地震等による自然災害リスク、地震保険・共済加入をはじめ

とした自助による災害への備えについて普及啓発を行い、災害発生後の県民の生活

再建に資することを目的とし、平成３１年１月１７日に『山口県地震保険・共済加

入促進協議会』が設立された。 

なお、山口県の地震保険世帯加入率は、２８．８％と全国平均よりも５．１％下

回り、全国順位２９位（損害保険料率算出機構（２０２０年））となっている。 

 

３ 被災建築物応急危険度判定等の実施 

地震により建築物及び宅地等が被害を受け、被災建築物等の危険度判定が必要な

場合は、市は県との連携により判定実施本部等を設置し、必要な措置を講じる。 

また、災害救助法に規定する応急仮設住宅の建設が必要な場合には、迅速に仮設

住宅の建設を行うとともに、市営住宅等の公的賃貸住宅の空家住居の提供等を行う

こととする。 

さらに、被災した住宅・建築物についての相談業務等、地震被災時においても、

適切な対応を行う。 

 

４ 附則 

この計画は、計画期間満了後も新たな計画を定めるまでその効力を有する。 

第５章 その他建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 


